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　令和２年４月１日、土地についての基本理念に係る責務を明らかにするために土地
基本法が改正施行されました。この改正により国及び地方公共団体は、土地に関する
施策を総合的に策定する責務が課せられました。そのためには、法定外公共物等につ
いても境界確定を行い、土地表題登記を行うことにより、境界が明確になり災害時の
復旧・復興や地域の活性化に繋がります。

土地基本法（一部抜粋）
第六条（中略）

２　土地の所有者は、（中略）、その所有する土地に関する登記手続その他の権利関
係の明確化のための措置及び当該土地の所有権の境界の明確化のための措
置を適切に講ずるように努めなければならない。

第十三条　国及び地方公共団体は、（中略）土地の境界の明確化その他必要な措置
を講ずるものとする。

　公嘱協会の社員は全員が土地家屋調査士であり、専門的な知識と高度な能力を有し、
地域の慣習や境界（筆界）の状況に精通しています。これを活用し業務を行っています。

土地表題登記のお手伝い



●土地の表題登記をすることにより、官民境界が明確にな
り、万一の災害時における迅速な復旧・復興にも役立ち、
市民生活の安定向上と経済活動の発展に繋がります。

●国土調査法第19 条第 5項を活用し、地図を備え付けるこ
とで国からの補助金が受けられます。

●地籍整備推進調査費補助金は、測量・調査を実施する地
域が以下の条件を満たす場合に申請することができます。
◆地籍整備推進調査費補助金の調査対象地域
　地籍整備推進調査費補助金は、測量・調査を実施する地域が以下の条件を満たす場合に申請す
ることができます。
❶人口集中地区または都市計画区域であること。ただし、地籍調査等により既に不動産登記法第14条
第１項で規定する地図が備え付けられている地域を除く。
❷調査実施計画に位置付けられた一調査実施地区あたりの面積が500㎡以上であること。
※『地籍整備推進調査費補助金制度要綱』第３から抜粋

◆地籍整備推進調査費補助金の補助率
❶実施主体が都道府県または市区町村の場合……調査費用の1/2以内
❷実施主体が民間事業者等の場合
⑴間接補助の場合……調査費用の1/3以内かつ地方公共団体の補助額の1/2以内
⑵直接補助の場合……調査費用の1/3以内

※『地籍整備推進調査費補助金制度要綱』第６、第７から抜粋

『国土調査法第19条第５項指定の手引』 令和２年９月改訂版 国土交通省不動産・建設産業局地籍整備課 より抜粋

土地基本法改正に沿った事業の提案
～譲与を受けた法定外公共物等の土地表題登記の促進を提案します～

土地家屋調査士は土地の表示に関する登記の唯一の専門家です。
「土地基本法改正に伴う公用地境界管理業務」について、
公嘱協会にご相談ください。
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